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島嶼地域で暮らす高齢者の福祉サービスに関する研究
―西之表市エリアの調査概要と今後の展望―
増田　和高＊
１．はじめに
わが国の社会福祉制度においては，増大・多様化する福祉ニーズに対応するために，社会福祉の共通の
基盤となる制度について，利用者の立場に立った大規模な改革（社会福祉基礎構造改革）がなされてきた。
また，介護保険法をはじめとする法整備が進み，フォーマルサービスの充実が図られるなど，在宅生活を
中心とする支援体制の整備が進められてきた。しかし一方で，そうした要支援者をはじめとする人々の在
宅生活の基盤である地域において，個人のライフスタイルの多様化等を背景に人間関係の希薄化に代表さ
れる地域社会の変容が指摘されており，孤独死，家庭内の虐待等の様々な問題が顕在化してきている。こ
うした状況を受け，地域で暮らす人々全員が同じ地域の一員として認め合い，つながりや連帯を構築して
いくことで，安心して暮らせる地域社会の再構築，またそうした地域社会の機能強化を図る地域のネット
ワーク構築に向けた取り組みが今日求められてきている。
特に近年では地域包括ケアという理念が注目を浴び，2003年に公表された高齢者介護研究会報告書
『2015年の高齢者介護』では，「地域包括ケア」について「介護以外の問題にも対処しながら，介護サービ
スを提供するには，介護保険のサービスを中核としつつ，保健・医療・福祉の専門職相互の連携，さらに
はボランティアなどの住民活動も含めた連携によって，地域の様々な資源を統合した包括的なケア（地域
包括ケア）を提供することが必要」2）として，「地域包括ケア」の必要性が述べられているとともに，専門
職および地域におけるボランティアとの「連携」を基盤とする統合的実践について言及されている。また，
2013年の持続可能な介護保険制度及び地域包括ケアシステムのあり方に関する調査研究事業報告書『地域
包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点』においては，地域包括ケアについて「ニーズ
に応じた住宅が提供されることを基本とした上で，生活上の安全・安心・健康を確保するために医療や介
護のみならず，福祉サービスも含めた様々な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）で適切に
提供できるような地域での体制」と定義され，その構成要素として，「住まい」「生活支援」「介護」「医療」
「予防」の5つが地域包括ケアシステムの対応すべき分野として説明されている6）。つまり，保健・医療・
福祉などの事業者・専門職，そして地域住民といった資源が，日常生活の場である地域を基盤に連携する
ことにより，個別支援をシームレスに展開することができることを地域包括ケアと捉え，その地域体制
（システム）作りが強調されてきた。また，こうした地域包括ケアシステムの構築を推進するため，2012
年度施行の介護保険法改正及び介護報酬改定等では介護保険法第五条において地域包括ケアシステムの推
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進を国および地方公共団体の責務とする趣旨の条文が加わり，法的根拠が与えられることとなった。
このように，近年の福祉においては，介護保険に代表される公的サービス（フォーマルケア）と近隣住
民相互の助け合いやボランティアといった地域独自の取り組み（インフォーマルケア）がバランスをとり
ながら地域における人々の生活を支えていくことが求められているのである。
しかし，福祉に関わるフォーマルケアについては地域間の格差が指摘されており，特に中山間地や島嶼
地域においては十分な確保が難しい現状が推察される。これまでにも限界集落や中山間地における医療・
福祉に関するフォーマルケアの資源量調査等が行われており，介護保険サービスの不足，家族介護に頼ら
なければ在宅での高齢者の介護が成り立たない現状について明らかにし，中山間地域独自の地域ケア計画
の整備と社会資源の適切な配分について言及する研究が散見される1）。こうした先行研究は限界集落や中
山間地での調査を中心に行われたものであるが，島嶼エリアにおいても同様の傾向があるものと考える。
道路や港湾設備などハード面での社会基盤は改善・整備されてきたものの，介護サービスや福祉サービス
を海を隔てて提供することは難しく，「保険あってサービス無し」といった言葉で揶揄されるように，
フォーマルケアについては都市部の後追い状況であることは否めない。また，日本経済の高度成長による
都市部への人口流出や産業構造の変化，家族形態の変化による過疎・高齢化が急速に進展してきた背景も
あり，地域に存在するマンパワーの不足も大きな課題となっている。一方で，こうした地域ではフォーマ
ルケアの不足を課題としつつも，これまで地域生活を維持してきたという実績も確実に存在する。その具
体的内容は地縁や地域独自の取り組みが挙げられ，シマ社会と呼ばれる独自の生活文化を維持してきた島
嶼エリアにおいては相互扶助の精神や一致協力の精神のもと，フォーマルケアの不足を地域のインフォー
マルケアで補うシステムが構築されているものと考えられる。
地域包括ケアシステムの提唱と共に，地域におけるフォーマルケアとインフォーマルケアの重層的な展
開が求められる今日，島嶼エリアではどのように独自の取り組みが行われ，それらがどのように地域で暮
らす高齢者の福祉ニーズを充足しているのかを明らかにすることは，多くの島嶼エリアを抱える日本にお
いて今後の社会資源の整備を考える一助になるものと考える。そこで，2016～2017年度の鹿児島国際大学
附置地域総合研究所の共同研究プロジェクト「鹿児島の地方創生に関する総合的研究」の助成を受けて，
鹿児島県西之表市と共同で研究を行うこととした。
本研究の目的は，西之表市という鹿児島県下の島嶼エリアにおける高齢者の福祉ニーズとフォーマルケ
アの現状を明らかにするとともに，福祉ニーズを充足するためにインフォーマルケアがどのような役割を
果たすのか，またインフォーマルケアを維持・展開していくためにどのような取り組みが行われてきたの
かを明らかにすることである。本稿では，上記の研究目的を達成するために実施された現地調査の成果の
一部を，西之表市行政職員からヒアリングした西之表市の現状に焦点をあててまとめたものである。
２．西之表市における高齢者の現状
（1）西之表市の概況
西之表市の人口は昭和34年の33,593人を頂点に，以後一貫して減少傾向にあり，平成26年時点において
は16,438人となっている。一方で高齢者人口は微増傾向にあり，平成26年時点で5,515人となっている。総
人口の減少に加え高齢者人口が増えていることから，高齢化率も上昇傾向にあり，平成26年9月時点で
33.6％となっており，引き続き上昇傾向にある。鹿児島県全体での高齢化率は平成27年10月時点で26.6％
（同年における日本全体の高齢化率は26.7％）となっており，その値の高さがうかがえる。また，平成22
年の国勢調査結果から，西之表市の世帯の約半数が高齢者と同居しており，その7割が高齢夫婦世帯もし
くは高齢単身世帯となっている。この値についても，全国及び鹿児島県全体のデータと比較しても高い値
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を示していることがわかる（出典：平成22年国勢調査結果（総務省統計局））5）。つまり，西之表市では，
全国と比しても高い高齢化率を示しており，多くの高齢者が高齢夫婦のみあるいは高齢単身世帯という環
境下で生活している現状がある。そうした高齢者がどれだけ介護を必要としているかということを測るう
えで，介護保険における要介護（支援）認定者数を参考に見てみると，平成26年度時点で西之表市の場合
1,201人が介護保険の要介護（支援）認定を受けていることがわかる。これは，西之表市の65歳以上人口
の21.8％が介護の必要性を感じて自治体へ申請を行い，介護保険の認定を受けているということを表して
いる。高齢化率の上昇，要介護（支援）状態にある者の数，在宅生活を送る高齢者数の高値は，介護保険
給付費（介護サービス提供を行った際に生じる金額）に影響してきており，西之表市の介護保険による在
宅系サービス（訪問介護や訪問入浴介護等）の給付については平成25年時点で約9億円であり，過去5年間
で約2割の上昇を見せている。施設系サービスの給付についても平成25年時点で約7億3千万円となってお
り，過去5年間で約1割の上昇を見せるなど増加傾向にある。こうした現状は，財政への圧迫を懸念する要
素にもなりうる一方で，介護が必要となっても住み慣れた自宅で介護を受けながら生活を続けられている
地域でもあるということがうかがえる。
（2）高齢者の意識
こうした現状を西之表市の高齢者はどのように捉え，どのような意識をもって生活しているのかという
ことについて，西之表市が平成25年11月～平成26年1月にかけて実施した『高齢者実態調査・日常生活圏
域ニーズ調査』をもとに見ていきたい。
調査の結果では，調査対象となった高齢者（65歳以上）の約8割が「自身の健康状態」について「健康」
と自己評価しており，健康観については多くの人が肯定的感情を持って生活している実態が推察される。
「自分が受けたい介護」については，約8割の高齢者が「自宅での介護」を希望しており，在宅生活を継続
したい希望が明らかとなっている。内閣府が行った調査によれば，全国の60歳以上の男女のうち，自宅で
の介護を希望した者は男性で42.2％，女性で30.2％と，西之表市の割合よりはるかに低いことがわかる。
調査対象となった年齢層が異なることから単純比較を行うことはできないが，こうした結果からも西之表
市の高齢者は要介護状態になったとしても自宅での生活を継続したいという気持ちを強く持っていること
がわかる3）。また，「普段の近所付き合い」に関する項目では約8割の高齢者が地域のつながりを実感して
おり，高齢者の就労状況については約6割が収入を得られる職に就いている実態が明らかとなっている。
こうしたことから，介護が必要になった際も住み慣れた自宅で生活を継続させたいという意識の背景に
は，単純に住み慣れているうえでの利便性だけでなく，自宅が所在する地域の地縁を重要視する意識や，
生きがいにつながる就業を少しでも続けたいという地域へのコミットメントが推察できる。
こうした現状を踏まえ，行政も「健康で安心できる暮らしを支えるまちづくり」を標榜し，地域包括ケ
アシステムの構築に向けてフォーマルケアの拡充に加え緊急通報システムや地域でのボランティア活動の
活性化に向けて取り組んでいる。つまり，西之表市の場合，島嶼エリアという物理的環境からどうしても
フォーマルケアは都市部に比して手薄になる環境下において，その不足を補うよう行政と地域社会が協力
してインフォーマルケアの整備が図られ高齢者の生活を支えていることが推察される。また，高齢者自身
もこれまで構築してきた地縁や人との関係性のもとで生活を継続することを望んでおり，地域住民のニー
ズを行政と地域の協働による福祉サービスでもって充足できていることが読み取れる。元来，地域の地縁
や地域住民ネットワークといったインフォーマルケアの素地とも言えるものは自然発生的に形成されてい
るものではなく，地域力の構成要素としての仕掛けや仕組みがあって形成され，維持できるものである。
古くは冠婚葬祭や農業，漁業等の生業を地域住民同士で協働することで，そのつながりや関係性が形成さ
れてきた。しかし，近年では産業構造や家族形態の変化に伴い人々が協働できる機会は減少し，そうした
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素地が衰退しつつある。だからこそ，西之表市のように地域力を基盤とするインフォーマルケアを維持形
成している事例から学ぶべきことは多いと考える。
３．西之表市職員へのヒアリングを通して
これまでの西之表市において，高齢者の福祉ニーズとそのニーズに即したフォーマルサーケア，イン
フォーマルケアの整備に携わってきた経緯を持つ2名の職員より，福祉ニーズの変遷とニーズ充足に向け
た具体的な取り組み内容，並びにインフォーマルケア充実に向けた働きかけ内容を明らかにすることを目
的にヒアリングを行った。
ヒアリング対象となった2名は，西之表市において福祉関係の部署で就労していた経緯を持ち，長年地
域の高齢者への相談支援や地域支援を行ってきた職員である。ヒアリングの内容としては，行政職員の目
から見た西之表市の福祉ニーズや高齢者の意識，高齢者へのフォーマルケア拡充の契機ともなった介護保
険制度の導入前後での高齢者の生活の変化，インフォーマルケアの維持形成についての働きかけ内容につ
いて自由に語ってもらい，その内容を本人同意のもと IC レコーダーで録音した。録音されたデータは，
調査協力者の氏名等が特定できないように加工した形で逐語録を作成し，語られた内容に即して整理を
行った。
（1）行政職員の目から見た西之表市の福祉ニーズや高齢者の意識
西之表市は依然より島嶼集落の伝統的な互助慣習である「ユイ」の精神が根付いており，現在において
も生活の基盤を支え続けている地域である。地域での生活は「地域の絆」あってこそのものという意識が
高く，生活の中で身近なことの助け合い（買い物や声かけ，お裾分け等）が従来続いており，共に生活を
するという連帯感に基づいた濃密な人間関係のもと日常生活を営んでいるということであった。その結
果，高齢期を迎えても住み慣れた地域で近隣住民との関係性のもと生活を続けたいという「在宅志向」を
強く後押ししている現状を生み出している可能性が指摘された。
現状においては，高齢者の在宅志向を支えるべく，これまで地域の中で培われてきた地縁やボランティ
ア活動といったインフォーマルケアと介護保険に代表されるフォーマルケアを重層的に展開することによ
り，高齢者の満足度の高い生活を維持できているという手応えを業務を介して感じているとの評価が聞か
れた。一方で，人口減少に伴うマンパワーの低下は地縁等のインフォーマルケアの希薄化を生み出しつつ
あり，徐々にインフォーマルケアの地域差が西之表市内でも顕在化してきていることが懸念されていた。
さらに，高齢者の在宅志向は高齢者の生活満足度を高める反面，同居家族の負担を増加させる傾向が見ら
れ，同居家族が畑仕事や漁で家を離れる時間が長い場合などは，日中独居等の状況を生み出す可能性が高
くなり，高齢者の介護度が高くなると生活を維持することが難しくなってくることが課題として挙げられ
ていた。
（2）介護保険制度の導入前後での高齢者の生活の変化
互助慣習が残る西之表市の場合，介護保険が導入されフォーマルケアを契約に基づいて利用できるよう
になるという利点より，これまで家族介護や自助努力で対応してきた介護に対して，介護保険サービスの
利用如何にかかわらず，介護保険料を納付しなければならないという負担増加に関する議論に地域住民の
関心が向けられ，導入時は住民への介護保険導入の意義や使い方等の説明に相当な苦労を要したというこ
とであった。また，制度施行後は介護保険サービスというフォーマルケアを1割の自己負担で受けられる
ということから，高齢者本人ではなく同居する家族からの利用に関する問い合わせが多くなり，介護保険
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サービスを利用する際にも，家族介護者から「使えるサービスは全て使って欲しい」という声があがる場
面も見られたとのことであった。こうした傾向は，西之表市に限らず全国的にも見られた事象であるが，
「親の介護は子がするもの」という従前の介護観の反動から，介護保険が目指した「介護の社会化」に対
する期待が過剰に高まった結果と考えることができる。そのため，保険者である西之表市の職員としては，
そうした家族に対して介護保険サービスは「高齢者本人のニーズ」に依拠して提供されるものであること
を丁寧に説明し，家族の介護負担に理解を示しつつも高齢者本人の意思を無視する形で介護保険サービス
が提供されないように働きかけたということであった。
導入時における家族の介護負担を巡る若干の混乱はあったものの，高齢者本人の「介護が必要になって
も在宅生活を希望する」というニーズは介護保険施行後も概ね充足されており，その背景には従来のイン
フォーマルケアがそのまま機能し続けたということが挙げられた。フォーマルケアが充実すると，これま
でインフォーマルケアに頼っていた部分がフォーマルケアで補填され，インフォーマルケアが衰退するこ
とも考えられたが，西之表市の場合はインフォーマルケアが維持され，高齢者の在宅生活を支え続けてい
る点は興味深い結果となった。さらに，介護保険導入を契機として，これまで互助や自助的取り組みで収
束してきていた高齢者の生活課題について，介護保険に関する相談という形で行政へ情報が入るようにな
り，西之表市の高齢者の生活実情に関する情報交換が地域住民と行政の間でより活発に行われるように
なったということであった。その結果，介護保険の要介護（支援）認定には該当しないものの，そのまま
では介護状態に陥る可能性がある高齢者が多く存在することや，認知症の問題について地域住民や家族が
苦慮しているといった現行のフォーマルケアでは対応しきれない制度の狭間にある問題が把握できるよう
になってきたということも介護保険導入による影響として挙げられていた。
（3）インフォーマルケアの維持形成に向けた働きかけ
西之表市では，インフォーマルケアの重要性を介護保険前より認識しており，介護保険施行後もその
フォーマルケアの拡充と併せて，インフォーマルケアの維持形成に向けた働きかけに取り組んできていた
とのことであった。前述の通り，これまで西之表市は互助慣行が強く残っており，身近な生活面の助け合
いから，組織的な見守り活動等に至るまで幅広く地域でのインフォーマルケアを担う活動が展開されてき
た結果，地域にはリーダー的存在が生まれ，その重要性が認識されていた。そうしたインフォーマルケア
の力を維持していくために，フォーマルケアで対応できる部分はフォーマルケアで対応しつつ，フォーマ
ルケアで補いきれない課題については，インフォーマルケアで対応できるように各種協議体や研修会の充
実を図ってきた経緯が報告された。こうした取り組みが実践できた背景には，介護保険導入時において地
域住民に対して制度の説明等を丁寧に行い，地域住民と行政の関係性を深めたことによって生まれた情報
交換体制やその情報を共有して地域の課題を分析できる体制にあったとのことであった。実際に行政職員
が行った取り組みとしては，まず地域のリーダーや顔役に対して挨拶を行い，顔の見える関係を継続して
構築しつつ，地域の実情（例：家族介護者の負担増，認知症に対する地域住民の対応難等）を共有し，そ
れらを充足させるために必要な知識や活動（例：家族介護教室，認知症サポーター養成講座等）を提案す
るに至っていた。
４．今回の調査で明らかになった点と今後の課題
西之表市では，島嶼集落の伝統的な互助慣習を基盤とする助け合いが従来機能しており，それらは地域
住民の生活をこれまで支え続けていた。そうした支援体制は，高齢者が「介護が必要となってもこの地域
（在宅）で生活し続けたい」と思える豊かな地域を形成する結果となっていることは，高齢者への意識調
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査の結果からも明らかである。また，そうした地域を実現していくために，「フォーマルケアか，イン
フォーマルケアか」という二者択一的な選択をもって整備していくのではなく，専門職性が高い反面，柔
軟性が低いという特徴を持つフォーマルケアを整備しつつ，フォーマルケアで補いきれない部分を，柔軟
性が高い特徴を持つインフォーマルケアでフォローし，両者のバランスをとりながら展開しているとい
う，まさに地域包括ケアシステムを具現化した地域となっていることが明らかとなった。この実践を可能
にしたのは，西之表市が地域の力を適切に把握したうえで，制度としての不足部分を地域住民目線でアセ
スメントし，フォーマルケアとインフォーマルケアの守備範囲を適切に判断できていたからこそだと考え
る。こうした取り組みは，現在地域包括ケアシステム構築として地域づくりに取り組む自治体に対して，
今後の取り組みを考えるうえでの一助となるのではないだろうか。
しかし，ヒアリングを行っていく過程において，今後の課題が挙げられていたことも確かである。その
最も代表的なものは，インフォーマルケアの担い手となる地域住民の高齢化によるマンパワー不足であ
る。島の人口減少もあって活動の後継者が育成できず，現在の担い手が要介護状態になるなどして活動を
継続していくことが困難となった場合，活動そのものが消滅してしまう可能性があるとのことであった。
島嶼地域には伝統的な地域文化が息づいているが，中でも地域社会における相互扶助としての互助行為
は，一定の地域や集団における恒常的な生活課程の中で一定の生活目的のために特定の機会に行われてい
るという特殊性をもっている慣行でもあった4）と指摘されるように，現時点で取り組まれている活動の多
くが，生活文化として根付いてきた互助慣行を継承した活動であることを踏まえると，一度活動が消滅し
てしまうとその精神も引き継がれなくなる可能性が高くなる。そのため，新たな活動を立ち上げることは
難しく，インフォーマルケアの維持にも支障が出る可能性が出てくる。そのような状態にならないために
も，行政と地域住民が協力してインフォーマルケアの維持に努めていくことが求められる。一方でイン
フォーマルケアの担い手はこうした状況をどのように捉え，何を必要としているのかということを当事者
目線で確認していくことも，今後のインフォーマルケアを維持していくうえでは重要な課題になってくる
と考える。
今後は，上記研究結果と課題をもとに，西之表市で取り組まれている互助慣行や地域活動に携わる当事
者（地域住民）にヒアリングを行い，後継者不足をはじめとする現状の課題を明らかにするとともに，こ
れまで活動を続けてこられた促進要素を明らかにする研究を行い，島嶼エリアにおけるインフォーマルケ
アの維持に向けた基礎資料を得るための活動を行っていきたいと考える。
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